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司会（津田営業管理部

長）：3月末まで東京営

業部で統括業務をしてい

ましたが、4月より営業

管理部長に着任しまし

た。よろしくお願いいた

します。新年度から従来

の営業管理部業務の一部が事業開発部に移り

ました。一言でいうと営業管理部は管理全般、

事業開発部は営業戦略・新規事業という分担

になります。さて、経済環境激変の中での座

談会となりますが、「昨年度の回顧と今年度

の展望」と「今後の事業取組み」の2部構成

で進めていきます。まずは前半の「昨年度の

回顧と今年度の展望」について、初めに、本

部長に伺います。

上山本部長：昨年度（2008年度）は大変な

1年であったが、全体の事業環境がどうであ

ったか２つのポイントを指摘しておきたい。

①2006年度からの住宅政策の大転換がいよ

いよ具体化のタイミングに入ってきたことで

ある。住生活の量から質への転換に向けた住

生活基本法施行の中、耐震偽装に端を発した

改正建築基準法と続く改正建築士法の施行、

超長期住宅先導モデル事業、省CO2推進住宅

モデル事業、住宅瑕疵担保保険の法人の指定

など具体的に現れてきている。

上山英之本部長（取締役常務執行役

員）、関本暁木材部長、宮崎龍一建材

部長、 桐邦彦イノス事業部長、佐藤

裕也開発営業部長、北村聡一郎事業開

発部長、津田善正営業管理部長（司会）

まとめ（建材マンスリー編集室）

荻本博樹
〈2009年４月27日　住友林業㈱本社会議室〉

〈出席者〉

津田部長

回顧と展望
具体化する住宅政策の大転換
安定的な供給が競争力の源泉

△写真は上山本部長（前列中央）と上段左から北村、関本、 桐、佐藤、津田、宮崎の各部長



2

②秋の金融ショック以

降の市場環境の激変と資

材価格への大きな影響で

ある。木質資源の調達価

格の下落、外国為替の変

動、フレートの下落など

で資材価格が大きく変動

した。ここ数年国産材の優位性が言われてき

たが、海外の輸入材の価格下落で輸入材の競

争力が高まり、一方国産材の価格競争力が弱

まっている。過去経験したことの無い状況に

置かれていることである。

このような中、商社の果たす機能及び役割

が更に重要になっている。商社として基本に

忠実に行動し、最適なエリアから最適なコス

トで、そしてなによりも安定的な供給を実現

することは、当社の絶対的な競争力の源泉で

ならなければならないし、最も重要な当事業

本部の責任と考えている。

――：今年度の展望はどう考えますか。

上山本部長：1～3月の荷動きが悪く厳しい

状況にある。新設住宅着工戸数は昨年度の段

階では100万戸は堅いと見ていたが、直近の

状況では100万戸もしくはそれを切ることを

覚悟しておくことも必要であろう。様々な経

済予測でも先行き悲観的なものが多い。戦後

最大の雇用調整や所得環境悪化が予想されて

おり、昨年度後半から資材価格の下落に伴う

建築コスト低下があるものの、雇用・所得環

境悪化による将来不安は消費者の住宅取得意

欲を抑制させる可能性がある。したがって、

住宅着工戸数は今年度前半については厳しく

ならざるを得ないと思う。しかし、政府の景

気刺激策には住宅関連も多く含まれているこ

とから、消費者の住宅取得意欲へ結びつく年

度後半にはじりじり回復するであろう。但し、

消費者の住宅契約から木材建材業界の実需ま

でにはタイムラグがあり、効果は来年以降と

ならざるを得ないと考える。2009年度で予測

されるポイントは次の4つ。

①政策への確実な対応の1年になる。住宅

瑕疵担保履行法、長期優良住宅普及促進法、

太陽光発電システム補助金への対応、省エネ

対応、省令準耐火構造対応など住宅分野へサ

ポートすべき流通業界の課題は山積みしてい

る。これらへの確実な対応、機能強化が重要

なテーマになる。

②環境への対応姿勢がより求められる1年

になる。環境対応は待ったなしという認識が

必要で、消費者の環境意識は確実に高まって

おり注目している。森林のCO2吸収のJ-VER

（オフセット・クレジット）制度やカーボン

フットプリント制度の動きはその例であろ

う。森林認証材・植林木・森林認証を明確に

確認できた合法材の取扱は必須のテーマであ

り、また環境にやさしいエコ建材、エコキュ

ート・エコジョーズなどの品揃えをメーカー

と正確且つ確実に実行することも重要なテー

マになる。

③業界の地殻変動への対応が更に求められ

る１年になる。07年、08年の低い住宅着工水

準が更に2年続くことも予想される。規模の

追求やエリアを埋めるというよりは、「機能」

や「経営資源」を補完しシナジーが明確に見

える「再編」、その他は「淘汰」が先行する

可能性もある。全国規模での垂直統合と違い、

地域有力流通同士による、コンプライアンス

上山本部長

・長期使用製品安全点検表示制度（4月1日施行）
・長期優良住宅普及促進法（6月4日施行）
・住宅瑕疵担保履行法（10月1日施行）
・火災・地震保険法改定（2010年1月～）
・改正省エネ法（2010年4月）
・その他（長期優良住宅等推進事業、住宅・建築物省CO2
推進モデル事業、高齢者居住安定化モデル事業、住宅・建
築物安全ストック形成事業、住宅太陽光発電導入支援対策
費補助金、住宅・建築物高効率エネルギーシステム導入促
進事業、CASBEE、自立循環型住宅開発プロジェクト）

2009年度の主な法律・制度

・住宅ローン減税制度の拡充と期間延長（5年延長、控除最
高額500万円：長期優良住宅600万円）
・長期優良住宅を新築または取得した場合の所得税額控除の
創設（最大100万円）
・既存住宅に係わる改修工事をした場合の所得税額控除の創設
①バリアフリー改修（最大20万円）
②省エネ改修（太陽光発電設置は最大30万円、
その他は最大20万円）
③耐震改修（最大20万円、適用5年間延長）

・土地等の長期譲渡所得の1000万円特別控除の創設
・住宅購入・増改築時の贈与税の非課税枠引き上げ（H21年
度補正予算案）（110万円→610万円）

主な税制改正
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対応やシステム投資など各地域の1社では対

応できない課題を連携や外部委託といったア

ライアンスで対応する動きも進むであろう。

2009年度も昨年度に続き大きな変化のある

年になると思われ、与信管理・コンプライア

ンス・経費削減を含めて今まで以上に脇を締

める必要がある。とは言え100万戸の需要が

あるとの認識を踏まえ前向きに且つ積極的な

姿勢で、業界の中で当社の地位をゆるぎない

ものにしていきたい。

――：では、各部から昨年度（2008年度）の

回顧と今年度（2009年度）の展望をお願いし

ます。木材部と建材部については昨年10月号

で「どうなる下期の木材・建材市場動向」で

とりあげていますが、通期での回顧でお願い

します。

――：まず木材部から。

関本木材部長：2008年

度の回顧については前半

と後半では大きく様変わ

りした1年であったと言

える。前半においては、

前々年度の改正建築基準

法の施行による混乱での

着工減少からの立ち直りの時期で、荷動き等

も良くなり、価格も強含みで安定し、損益は

まずまずの結果であった。しかし、後半の9

月以降、需要の急激な落ち込みを契機に全体

的な需要の減少、対ドル・対ユーロに対して

の円高、フレートの下落（価格はピークの半

分の40ドル／m3）に影響を受けた。また、

ロシア原木の輸出関税の80%課税は2009年1

月実施予定が年末に1年間の延期となったこ

とから、需給のバランスが大きく崩れ、先行

きの不安から買い控えが起こり、輸入材価格

が大きく下がることになった。このような状

況の中で、在庫圧縮を図りながらマイナス要

因排除に努力した後半であった。

――：では今年度の展望については。

関本木材部長：2009年度に入ったが、今年

1年間の総輸入量は昨年度比で落込むと予想

している。現地メーカー、国内メーカー共に

厳しい状況は続くと考えている。外国諸国の

状況を見ると、現地は各地共に弱含みであり、

例えば、ヨーロッパでは工場閉鎖、人員削減

が続き、北米も同様なことが続いている。イ

ンドネシア・マレーシアはオーダーの急激な

減少で稼働率が低下しており回復の兆しが見

えていない。 但し、現地の原木・製品の在

庫は徐々に適正水準に戻りつつあり、現地価

格が再び大きく下がることは考えられず底値

からゆるやかな上昇へと価格が転じると思わ

れる。国内については、輸入木材は、在庫の

過剰感は弱まり、供給バランスが取れてきて

いる。また、一部商品については価格の底値

感がでてきており、商品によっては価格が底

値から上昇に向かうとみている。針葉樹合板

については、未だ在庫過剰は続き4月～5月連

休にかけメーカーは更に減産を進め在庫削減

に向かうと思われ、当誌5月号発行の頃に減

産効果がはっきり見えてくると思われる。5

月連休～6月頃に徐々によくなるのでないだ

ろうか。国産材一般については、2006年以降

の現地価格の上昇によって国産材製品に価格

メリットがでてシェアを伸ばしてきた。しか

し、2009年に入り輸入材価格の下落で国産材

の価格メリットが減少しつつあり、非常に厳

しい状況に置かれてきた。下半期は先のこと

であり予測は難しいが住宅着工も前半より後

半増加が見込まれることから、輸入材の価格

は上向くのでなかろうか。

――：合板メーカーが国産材原木の取扱い

量を増やしている中、当社の原木の取扱いス

タンスは変化があるのか。

関本木材部長： 原木を積極的に取り扱っ

ていくといった姿勢に変化は無いが、扱う商

品や当社の販売先の原木選択が変わる可能性

がある。合板工場向けの原材料であるロシア

材は供給不安や価格の優位性が無くなったこ

とから、米材のダグラスファーやニュージー

ランドのラジアータパインが合板メーカーの

原材料樹種に入ってくると考えている。それ

ぞれの価格が同じような水準になっていくで

あろうから、合板メーカーにとっては選択肢

が広がることで悪い状況ではないと思われ

る。

関本部長
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上山本部長：輸入材のポジションが高まっ

ているが、中長期的には環境の観点から国産

材の取扱いを拡大していくことは絶対テーマ

であり、子会社のフォレストサービスを含め

て強化していきたい。

――：製品について、米材が伸び欧州材が

減少した要因と今後の見通しについては。

関本木材部長：米材はディメンションが多

く、利用される賃貸系の住宅の建設が好調で

あったことが伸びた理由である。一方、欧州

材は構造用・集成材の原料としてのラミナ

ー、また羽柄材で 、需要の減少や価格下落

による在庫調整もあり輸入数量は大きく落ち

込んだ。本年については、欧州材は昨年より

若干増加が見込まれ、米材については賃貸の

状況を見れば昨年より減少もあると見てい

る。

――：次に建材については宮崎部長に商品

状況と業界再編を含めてお願いします。

宮崎建材部長：2008年

度にはいくつかの大きな

流れがあった。期初は改

正建築基準法の混乱の影

響が尾を引いており、ま

た、地価の上昇・原油価

格の値上がりに伴う諸資

材の値上がりで住宅価格が購入価格を超え、

住宅購買意欲が低下していた。7月～11月は

反動増が続いたが12月以降ローン減税の駆け

込み需要の終了と金融不安の影響で本格的な

住宅市場の冷え込みが始まった。特に戸建分

譲業の販売鈍化が当社資材販売に大きな打撃

になった。とりわけ第3Q以降の市場の急激

な冷え込みで建材メーカー各社とも昨年度の

決算の下方修正が相次いだ。同時に工場・営

業所の統廃合などの合理化を進め、中には不

採算事業の撤退を発表するところもある。又、

昨年度前半は原油・金属材料などの価格高騰

を背景に、原料・副資材コスト・製造コス

ト・輸入コスト上昇などに直面したが、製品

価格に転嫁しきれず苦しい展開となるケース

が多く生じた。こうしたことから、各商品の

動きも悪く前年度から概ね数%の落ち込みと

なった。セグメント別には下記の通り。木質

建材では、複合フロアは2年連続の減少とな

ったが、複合3種が前年並みを維持（基材が

PBやMDFとの複合が増えている）、化粧シ

ート貼りの耐傷性・耐汚性が好評で急激にシ

ェアを伸ばしている。1･2月大幅減少し、更

にマンション向け需要減が深刻化している。

窯業建材では、外装サイディングは11月以降

の出荷水準が著しく低下し2・3月は2桁減で

推移したこともあり、3年連続の出荷減で、

ここ10年間で最低の水準となった。生産能力

に過剰感がある。しかし、出荷金額を各社が

値上げしたことやJIS改正で14ミリ厚（旧12

ミリ厚）に引上げられたこともありH20年暦

年では前年比微増となった。石膏ボードはマ

ンション・ビルなどの着工減が大きく影響

し、取扱額も前年比大きく減少したが、遮

音・耐震性能を持つボードが少しずつ増えて

いる。今後の需要見通しは着工減、更に非住

宅の需要減もあり更に減少する見込みであ

る。断熱材は住宅消費者の環境意識の高まり

で高断熱化が進んだことで、昨年は値上がり

もあったものの、使用量の最も多いグラスウ

ールは微増となった。住設機器については、

マンションの落ち込みの影響が大きく1割近

くの減少となった。キッチン・バス業界では

自社ショールームを活用しリフォーム需要創

造に向かっており、マンションの着工減少に

比べ落ち込み幅は小さい。消費者は価格に厳

しく高級品の比率が低下していることから、

業界としては機能を充実させつつも消費者の

買い意欲が沸く普及品に力をいれ、更にリフ

ォーム需要の掘り起こしに力を入れていく方

針である。

2009年度の展望については、住宅瑕疵担保

履行法、改正省エネ法、長期優良住宅法等、

住宅は量から質へと移っている。太陽光発電

システムは国から補助再開になり、国の予算

が大幅に増えたことから、現在は700億円の

市場であるが、急激な伸びを示すことは間違

いないであろう。当部はエコキュート、エコ

ジョーズ等も加え、省エネ、創エネ、環境商

品の市場開拓を更に強化する。

宮崎部長
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市況は、現状では4～6月は良くて前年度比

90%程度であろう。製造メーカーは業績への

影響を避けられず、製造コストや販管費の削

減のみならず、減産、工場の再編、組織・人

事・仕入先・販売先の見直しへと進むであろ

う。これらの施策で乗り切れるかが勝負の分

かれ目である。（収録後、サンウエーブ工業

が住生活Gとの業務・資本提携を発表した。）

――：法改正は一般工務店への大きな影響

が想定され、その対応を図ってきたイノス事

業についてお願いします。

桐イノス事業部長：

マクロでの着工数は減少

しているものの、イノス

の会員の中には受注が好

調な会員もいる。好調な

会員に共通する点は地元

に根ざし信頼されている

ことで、このような工務店は好不況に関わら

ず受注は堅調であるようだ。今ほど工務店の

信頼性や地元との繋がりが必要な時期は無い

と考える。イノスの2008年度の実績は会員数

が328会員、物件数で1,118棟と僅かながらも

増加した。2009年度の展望については、住宅

政策が量から質へと大転換している中、工務

店・ビルダーが単独で対応することはさらに

困難になっていることから、グループ加入の

価値が再認識されている。今年度はイノスグ

ループのメリットが発揮される年になると考

える。また、消費者の住宅への関与意識が発

達し、消費者はインターネットなどから情報

を収集できることからプロとアマチュアの情

報の差がなくなってきている。住宅施策への

対応をプロが消費者に迫られる状況が生じて

いる。現在、10月の開始を前にして瑕疵保険

に眼が向きがちであるが、昨年度の大手ビル

ダー倒産等の影響からも完成保証の重要性が

高まっており、それが大前提であることを認

識しておく必要がある。

――：今一番注目されている施策は。

桐イノス事業部長：長期優良住宅対応で

あろう。これは一般の工務店が独自でおこな

うにはハードルが高く、性能表示制度導入に

ついてもハウスメーカーに比べ一般工務店は

遅れているのが現状である。

――：４月に開発営業部長に着任した佐藤

部長にパワービルダー・FCなどの状況をお

願いします。

佐藤開発営業部長：開

発営業部はビルダー・

FC・ゼネコンに生コン

を含めた建設資材を販売

しているが、私自身は３

月末まで北海道支店勤務

で、直需営業は住友林業

クレスト以来2年ぶりになる。2008年度の回

顧については、上期パワービルダーの落ち込

みに対して、アパート系・FC・ハウスメー

カー関連の動きは堅調に推移した。下期に入

るとFC・ハウスメーカー・マンション関係

が急速に悪化しアパート系も期末にはかなり

息切れとなった。しかしパワービルダーは第

3Qの後半から第4Qにかけて在庫販売が堅調

に推移し、期末には各社適正な在庫水準にな

った。理由は販売価格を消費者の購入価格水

準まで下げたら売れたということで、物件自

体逆ザヤの部分があると思われるが、潜在需

要を確認できたことから、パワービルダーは

今後の需要に自信を持ち直したようである。

2009年度については、賃貸系・パワービルダ

ー系にしろ従来のような右肩上がりの棟数を

追わない年になると思われる。原点回帰を行

い、身の丈にあった経営で利益を得る体質に

再構築を図る。今年は足固めの年と位置付け、

減税拡充措置があるとしても着工数は減るこ

とはあっても増加することは無いと厳しく見

ている。

――：最後に、事業開発部長に４月より着

任した北村部長に新生事業開発部の状況につ

いてお願いします。

北村事業開発部長：住友林業の海外子会社

R・P・Iで4年半製造現場に従事していた。

新生の事業開発部は、従来住友林業クレス

ト・東洋プライウッド等の当社関連事業会社

管理を営業管理部に移管し、バイオマス発電

事業、新規事業等木材建材事業本部全体の営

高桐部長

佐藤部長
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業戦略統括をする。今回の国際金融危機は製

造現場にとって正に衝撃であった。2～3ヶ月

前は受注残を抱えていたのが、突然売れなく

なりコスト削減等の日頃の努力が一気に吹っ

飛んでしまった。需要の縮小、業界の再編・

淘汰・工場再編が今年も起こる可能性が高

い。これを踏まえ従来の延長線を超えた発想

で取り組んでいかないと対応を誤るという厳

しい認識で臨んでいきたい。

司会（津田営業管理部長）：後半の「今後

の事業の取組み」に移ります。本年度の木材

建材事業本部の取組方針を本部長よりお願い

します。

上山本部長：まず、本年度の取り組みの説

明に先立ち、一点触れておきたい。当社は、

去る2007年４月に長期経営計画「PROJECT

SPEED」を発表。背景には「将来の持家市

場の縮小」、「将来的な世界的な資源調達の厳

しさ」に対する強い危機感から、「危機こそ

改革のチャンス」と捉え、社員の意識改革と

ともに、新しい収益事業の創出を目指したも

のだ。その「PROJECT SPEED」において

「住宅事業」とともに、「木材建材流通および

製造事業」はコア事業として戦略の中核と位

置づけている。

この強い危機感に、まさに現実の業界環境

が近づいたという感がある。「PROJECT

SPEED」3年目になる木材建材事業本部の本

年度の事業取組みにおいては以下の３つのポ

イントを指摘しておきたい。

①「資材の調達」。激変する環境の中でも、

取引先のニーズに応え最適な地域・エリアか

ら最適なコストで安定的な供給を実現する、

しかも環境を含めトータルとして高い品質を

維持した資材を具体的に調達するところの調

達力が重要なポイント。もちろん国産材につ

いても注力する。長期優良住宅の普及・促進

に関する法律での地域の温暖化の防止や循環

型社会形成の観点から国産材の利用について

は、国及び業界の流れとして国産材に追い風

になることは中長期的に観ても間違いない。

海外の資材のみならず国産材についても当社

独自の強みである調達力を最大限に発揮して

いけるだけのきちっとした基本機能を更に強

化する。

②「エリア戦略」。住宅産業は北海道から

九州までの地域の特性は無視できない産業で

あり、当社は各地のお取引先と強力なネット

ワークを持っている。卸、地域流通等の取引

先とのコミュニケーションを更に強化し、コ

スト削減や機能共有を達成できる前向きなア

ライアンスを1歩も2歩も具体化したいと考え

る。また、当社には住宅事業部門があり、住

宅事業ノウハウ・インフラや人材の活用がで

きるという強みを保持しており、強みを発揮

し他社との差別化を進めていきたい。

③「差別化および収益性」。他社に無い差

別化できる強みを明確に打ち出すことで業界

から評価を受け、きちっとした収益を継続的

に上げて行かなければならない。例えば、森

林認証材の合板取扱いを昨年から開始してい

るが、2010年度には50%、2013年度には80%

まで取扱いを引上げるという具体的目標を持

って2009年度からも拡大を進めていく。環境

対応を進めることは、安易な価格競争に陥る

ことなく差別化戦略として非常に有効である

と考える。環境対応をしっかりとること自体

が品質として評価していただくことにもな

る。また、当社のイノスや開発営業部が持つ

住宅商品や仕様・工法・技術などのソフト面

を含めたトータル提案をできることが当社の

強みでもある。取引先に対して資材販売以外

の側面からのサポートもおこなえることが大

きな差別化要素になる。先ほどから述べてい

るように法体制が厳格化しつつあるが、その

サポートについてもビジネスモデルとして育

成し強化していきたい。

――：各部での事業方針について、また補

足事項がありましたらお願いします。

関本木材部長：2009年度は大きな需給の変

動の中で仕入先・販売先に対して更にきめ細

かな対応を進めていくことが重要なポイント

事業の取組み
プロジェクトスピードを軸に
資材調達・エリア調達など推進
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になると考える。サプライヤー・取引先との

情報共有化をおこない、先行きの不安定な中、

互いの距離感を短くし、どんな状況にも対応

できるような体制をつくっていきたい。重点

商品の１つは環境対応商品。合板については

インドネシア・アラスのFSC材の取扱いを増

やすこと、海外子会社KTIのFSC材の取扱い

拡大など環境にやさしい森林認証材の取扱い

拡大である。また、輸入材、国産材共に取引

先にとっていろいろなニーズが広がってくる

と思われるので、適材・適所で取引先のニー

ズにあった商品の調達をおこなっていきた

い。

宮崎建材部長：流通各社とのつながりを一

層深めることの重要性を痛感している。時代

が要求する各種法改正やテーマ（建築基準法

改正・瑕疵担保履行法・200年住宅・省CO2

住宅）に多くの地場の中小工務店が資金面・

人材面で充分な対応を進めることは難しい状

況にある。地域ごとの流通と当社が一緒にな

って考え、環境整備していくことが必要であ

る。それが地域の流通の活路でもあり、且つ

社会的責任の1つでもあると思われる。1社で

は無理があるためいろいろな業態を超えた、

また地域を跨いだ流通業界の再編の動きが出

てくる可能性がある。

そういった意味で、卸および地域流通業者

との繋がりをよりいっそう深めていきたい。

当社建材部は、地域の取引先との状況に対応

した商品の継続的拡大、環境に配慮した商品、

輸入建材などの新規商品の拡大に引き続き取

組むとともに、リフォーム需要（内外装建材、

水回り設備）取り込みに対するアプローチ、

今後伸びが期待できる商品（省エネ、環境配

慮）の拡販を重点施策としたい。

桐イノス事業部長：以下の3つの取組み

を考えている。1つはグループ化。1200棟の

目標をきっちり達成すること。会員数は400

会員（昨年328会員）へ増やすよう組織つく

りを最優先する。2つ目は、長期優良住宅に

対応することはもちろん、瑕疵保険・完成保

証等についても対応しており更に徹底推進す

る。3つ目は低価格商品の発表である。今の

時代に対応するためにシンプル&パーフェク

トというイメージで必要な機能は全て揃え且

つ、値打ち感のある商品を打ち出す。バブル

の崩壊以降、個人の金融資産は700兆から

1500兆に増加しているにも係わらず消費に向

かわないのは将来に対する不安からである。

したがって、イノスのライバルは“顧客の将

来不安”であり、それを解消することが競争

に勝つことと考え、安心・安全のコンセプト

の下、新商品での棟数アップに臨みたい。

佐藤開発営業部長：当部はビルダー・FC

に直接提案営業できることが持ち味である

が、重点メーカーへの当社扱いの商品スペッ

クインはもとより、新しい環境商品、輸入建

材等を積極的に提案していきたい。提案にお

いては、商品・仕様・工法・技術の観点を含

めたトータルな提案で進めていきたい。生コ

ンについては、従来マンション向けが主流で

あったが、本年度は戸建向けも増やしていく

つもりである。今年2月にJASS5（日本建築

学会の鉄筋コンクリート工事標準仕様書）が

大幅に改定され品質基準がより厳しくなった

ことから、顧客のビルダーから当社に対し安

定した品質の生コンの供給を求める需要が高

まってきており、伸ばしていきたいと考える。

北村事業開発部長：当

部の取組みは本部長の方

針の中にあったエリア戦

略、差別化戦略と密接に

絡んでくる。マーケット

が非常に悪い中、卸・地

域流通との連携、機能の

共有をおこないながらお互いのコスト削減・

利益の確保を具体的に一緒に実現していきた

い。既に進めている事業承継ファンド、プレ

カットフォーラム、住宅あんしん保証などの

側面支援とも有機的に絡めながら、加えて物

流関係のコスト削減の戦略整備等も進めつつ

ある。エリア戦略・差別化戦略が具体的に実

現化することを目標に進めていきたい。

――：これで2009年度の木材建材事業本部

座談会を終了いたします。長い時間ありがと

うございました。

北村部長
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ここ十数年の新設住宅着工戸数は消費税増

税や景気低迷の影響を受けて、96年の164万

戸から98年には119万戸まで大きく減少した

が、それ以降06年の129万戸まで微増する傾

向にあった。しかし07年以降は、07年106万

戸、08年109万戸と、1967年以来40年ぶりに

110万戸を下回る結果となっている。今後、

住宅市場においては、人口動態の変化の中で

も特に急速に進む少子高齢化の影響を受け、

新設住宅着工戸数のさらなる減少が予想され

る中で、住宅ならびに建材企業は、それに対

応した体制づくり（開発、生産、流通、販売

体制の再編）が不可欠となりつつある。本稿

では近年、大きな変化を見せている環境・エ

ネルギー関連ならびに情報分野に注目し、こ

れらの外部環境変化が住環境や建材市場に対

してどのような影響を与えるかについて考察

すると共に、住宅・建材業界における事業機

会についての提案を行う。

その3 
２０２０年の住環境 2020年シリーズ 2020年シリーズ 2020年シリーズ 2020年シリーズ 2020年シリーズ 2020年シリーズ 

加速する流通構造の変革 
　　　　異分野との融合も必要に 
加速する流通構造の変革 
　　　　異分野との融合も必要に 
加速する流通構造の変革 
　　　　異分野との融合も必要に 

中 川 隆 之
（なかがわ　たかゆき）

1990年野村総合研究所に入社。現在、技術・産
業コンサルティング部　グループマネージャ
ー。材料、建設、部材ならびに環境・エネルギ
ー領域を中心に、成長戦略立案ならびに事業構

造改革を担当。建築に関係して、「リフォーム市場の獲得に向
けて再編が迫られる建材・住設業界」（野村総合研究所の月刊
誌知的資産創造2006年３月号）の論文がある。

石 垣 圭 一
（いしがき　けいいち）

2006年野村総合研究所に入社。現在、技術・産
業コンサルティング部　副主任コンサルタン
ト。専門は材料、自動車、エレクトロニクス分
野に於ける事業戦略、次世代技術戦略、新興国
を中心としたグローバル化支援など。建築分野

に関しては建築資材、住設機器などの事業性評価、マーケティ
ング支援、流通戦略といったプロジェクトを多数経験。
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（１）住環境に影響を与える外部環境要因

2020年という中長期的なスパンで住環境を

捉えたとき、「人口」、「情報化」、「環境・エ

ネルギー」の３つの要因が大きく影響を与え

ると考えられる。以下、この３要因に注目し

て今後、新たに生じる変化を考察する。

①人口減少・少子高齢化・世帯数の増加

住環境に影響を与える一番目の要因とし

て、日本国内の人口が減少に転じたことがあ

げられる。日本は今後、単身世帯がさらに進

み世帯数はしばらく増加するものの、中長期

的に見ると人口減少に伴って、住宅着工面積

は大きく減少すると予想されている。さらに

08年のリーマンショックを引き金とした金融

危機の影響もあり、新設住宅着工戸数は大き

く減少することは避けられない。2015年頃に

は、世帯数が減少し、新設住宅着工数は年間

90万戸を割り込む水準にまで減少すると予想

される。住宅市場の数量的な拡大が期待でき

ない中で、住宅ならびに建材業界各社は社会

環境やユーザーニーズの質的な変化を事業機

会ととらえ新しい付加価値製品の供給を図る

などの対応が求められていくことになる。

②ユビキタス化／ネットワーク化

二番目の要因として、ユビキタス化/ネッ

トワーク化など情報社会の急速な進展があげ

られる。一般の家庭内でも情報化は進んでお

り、特に家電製品の知能化、ネットワーク化な

どが著しく進んだ結果、居住者は利便性を享

受できるようになった。今後も家庭内におけ

る情報化の流れは家電製品だけでなく、空調、

キッチン、トイレなどの住設機器やドアなどの

建材にも及ぶことが予想され、居住者のライ

フスタイルを一変する可能性が存在する。

③省エネルギー、新エネルギーの普及拡大

この数年、資源・エネルギーや環境問題が

注目を集める中、社会全体でCO2排出量を削

減するために省エネルギーの推進、新エネル

ギーの導入の動きが活発となっている。特に

住宅分野において、政府は省エネ・新エネシ

ステムの導入に対して税制優遇、補助金等の

施策を講じており、断熱性の高い床・壁・天

井・窓や、電気給湯システム（エコキュート）

を導入した省エネ性能の高い住宅や、太陽光

発電といった新エネルギーシステムを導入し

た住宅が増えている。住宅の省エネ・新エネ

化はユーザーにとっても光熱費の削減につな

がるメリットが存在するため、一時的なブー

ムで終わることはなく、新築住宅や改修住宅

に標準的に組み込まれるようになり今後も拡

大していくことが予想される。

（２）住環境に生じる変化

本節では人々の経済活動ならびに外部環境

から生じる変化を受けて、住環境への影響を

3つの視点で考察していく。

①多様化するライフスタイル

近年、情報化が進むにつれて消費者がアク

セスできるコンテンツサービスが多様化して

きている。同時に消費者は無数のサービスの

中から、より自分の好みに合ったものを選択

して取り入れるようになり、ライフスタイル

の多様化が進むようになった。

携帯電話やパソコンのように身近な情報端

末ツールから、自動車といった移動ツールに

おいても、ユーザーは自分の好みにあった機

能を取り入れて、自分にとって使い勝手の良

いツールにカスタマイズを行っている。

今後、消費者が一日の大半の時間を過ごす

ことになる住宅においても、情報家電ネット

2020年の住環境に影響を与える要因
図表１　新設住宅着工戸数の年次推移

出所：国土交通省「住宅着工統計」
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ワーク化、オール電化、ペットが快適に過ご

せる家など、住宅に自分の好みを満たす機能

を取り入れようとすることが予想される。特

にこれから単身世帯の増加ならびに核家族の

子育てニーズや、高齢者家族の介護や健康ニ

ーズなど、多様なライフスタイルを反映させ

た住環境への対応が求められよう。

②居住者の快適性の追及

本来、住宅は外部の温熱環境の影響を軽減

して快適な空間を提供する事を主要機能とし

ている。住宅ならびに建材メーカーは研究開

発を進め、断熱性を高めて屋内外間の熱移動

を極力排除した設計や、居住者の存在を探知

してOn/Offが切り替わる照明機能、外部か

らの音の遮断など、快適性を高めた住環境市

場の拡大を図っている。

今後も上記の快適性が必要であることは言

うまでもないが、より生活者のかゆいところ

に手が届く快適性が必要とされる。

例えば居住者が更に快適に過ごす事ができ

るように、住居内で室温が低いとされている

玄関や北側を向いている部屋でも一定の温度

を保つことができるような建材や空調システ

ム、居住者の活動状況に合わせて照明の明る

さが変わる調光機能などが注目される。

また近年、凶悪犯罪が多発する中で、居住

者は快適性と同様に安全を住居に対して求め

るようになり、生活者の身の安全が維持でき

るようなセキュリティー面の確保が求められ

ている。

③住宅エネルギー革命

今後、化石燃料の高騰や社会的にCO2排出

削減が要求されてくることから、住環境にお

いても省エネルギーに対する規制強化が進む

であろう。

自動車分野でハイブリッド車、電気自動車

が普及しているように、住環境でもコジェネ、

太陽光発電、燃料電池などの省エネ、新エネ

システムが普及しており、エネルギーに対す

る意識が変化してきている。

今後、住宅では各家庭のエネルギー使用状

況に合わせて、昼間は太陽光発電した電力を

活用し、余剰電気については電力会社への販

売、または家庭内での蓄電に回して、夜間は

昼間に蓄えた電気を利用するなど、最適なエ

ネルギーの利用が進められるようになる。

（１）住宅・建材業界を取り巻くビジネスチャンス

上記のように、住環境の変化に伴って、住

宅および住宅を構成する建材にも機能的に変

化が生じることが予想される。今後多様化す

るユーザーニーズを反映させるためには、従

来の建材と同じように捉えるのではなく、新

しい機能を持った商品として捉える視点が必

要となる。

前章で述べたように、社会全体に大きな変

革として情報化、省エネ、新エネの流れが押

し寄せてきているため、例えば住環境でも電

動アシスト開閉機構付き玄関ドアのように電

子化した建材や、熱の流入量を調整できる窓

など省エネ効率の高い建材などが普及すると

考えられる。今後、それら変革の流れを取り

込む必然性は強いと思われる。

今後新しく必要とされる建材は、今までに

ない新しい機能を盛り込む必要があることか

ら、柔軟な開発体制が要求される。

すなわち、建材に新たな機能を付加してい

2020年の住宅・建材業界を
取り巻くビジネスチャンス

図表２　住宅・建材業界を取り巻く外部環境　
の変化に影響を与える要因
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くためには、建材企業単独では対応が難しく、

異業種の企業との協力が必要となる。さらに

開発した商品を幅広く普及させるためには、

業界における標準づくりが重要となり、開発

段階からユーザーを巻込んだ活動が重要とな

る。このように従来の枠組みを超えて異分野

と融合した開発体制が必要となってくる。

そのため、現時点でシェアが低い下位企業

でも、社内外を巻き込んで柔軟な開発体制を

組織化することができれば、上位企業と差別

化した商品によって事業を拡大できる可能性

が十分存在するといえる。

（２）2020年の未来住宅に使われる建材

本節では発想を大きく広げて、2020年以降

の未来住宅への導入が想定される3つの新た

な建材について、それが必要とされる背景と

機能について述べていく。

①ディスプレイウォール

情報化の進展にともない携帯電話やノート

PCのような情報端末を用いることで、誰で

もいつでも好きな時間、好きな場所で情報に

アクセスできるようなっている。最近では移

動時の自動車の中でも日常生活と同様に情報

にアクセスできるようになり、消費者にとっ

て情報にユビキタスアクセスできるインフラ

整備は今や必要不可欠であるといえる。

数年前の住環境ではインターネットに接続

しているＰＣの前でなければ情報を入手する

事ができなかった。しかし携帯電話のような

ウェアラブルな情報端末や情報家電ネットワ

ークが世に現れて以来、家庭内でもユビキタ

スな環境が当たり前になってきている。

今後、家庭内でユビキタス化や情報家電の

ネットワーク化の加速は想像されるが、さら

にその流れに沿うと床・壁・天井・窓などの

建材にも情報化が進む可能性がある。現在、

居住者はテレビ番組を視聴するときに、基本

的にはテレビの前でしか見ることが出来な

い。またここ数年携帯電話にワンセグ機能が

付いて、どこにいてもテレビ番組を視聴する

事が可能だが、画面が小さい携帯電話を保持

する必要があるなど、制約が存在している。

2020年以降の住環境を考えた場合、ユーザ

ーの活動に付随する制約条件を極力排除する

ことが求められ、例えば壁面にディスプレイ

機能を持たせたディスプレイウォールのよう

なものが普及する可能性がある。

②健康管理を行うコンシェルジェ住宅

日本では高齢化が進み健康に対するニーズ

が強まってきている。また前章の（１）で述べ

たように居住者には快適な住環境が必要であ

る事を考慮すると、2020年以降では、居住者

の健康を住宅全体でサポートするシステムが

求められてもおかしくない。例えば、人感温

度調整の応用例として、例えば生活者の寝室

から睡眠に関する時間や眠りの深さなどの情

報を収集して体調管理を行ったり、トイレを

利用して生活者の生体機能情報を入手し食事

献立に反映させるなど、よりキメ細やかな健

康管理の普及が予想される。

③住宅エネルギーマネジメントシステム

現在、世界全体でCO2排出量削減が義務付

けられつつあり、2020年以降も環境に対する

規制はより強化されると予想される。住宅で

もCO2削減効果の高い低炭素住宅の普及が進

む事が予想され、近年のＨＥＭＳ（Home

Energy Management System）に例を見る

ように住宅のエネルギーマネジメントを行う

システムが必要になってくる。

将来、電気やガスなどの従来エネルギーと、

太陽光、風力、燃料電池などの新エネルギー、

さらに蓄電、蓄熱などを組み合わせたエネル

ギー供給システムが想定され、未来住宅では

発電、送電、蓄電を含めてエネルギーロスを抑

えた形で最適にエネルギー消費が行われるよ

うシステム設計するとともに、これらのシステ

ムを運用する市場の拡大が期待される。

（１）変化する住宅向け資材流通

今まで述べてきたように住宅の着工床面積

2020年の建材メーカならびに
施工店に求められる変化
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が減少する中で、建材に対する新しいニーズ

が出てくることが予想され、このニーズを先

取りしていくことが建材メーカならびに施工

店にとって極めて重要となっている。さらに

これらの新建材の需要拡大に向けて、新設住

宅以外の既存住宅向けのリフォーム市場にお

いての利用も注目される。

現在新築市場が減少する中で、相対的にリ

フォーム市場の重要性が拡大することが予想

されており、いろいろな企業がリフォーム市

場への取り組みを強化している。この動きの

一環として異なる分野の建材メーカが提携す

る動きも強まっている。

この背景としては、従来建材市場は、歴史

的に木建、金物、窯業、水周り住設など、建

材材質により業界構造が分けられていたが、

リフォーム市場においては単独材料の供給だ

けでは、ユーザーニーズに対応できず、複数

の建材をあわせて施工できることへの対応が

求められることが挙げられる。（図表３）

このため複数の建材メーカーが連携し、顧

客のニーズに対応できるような流通構造の変

革がさらに加速してくると思われる。

先に述べた新しいタイプの建材は、既存の

流通企業が有している機能だけでは対応でき

なくなることが予想される。従来のリフォー

ム市場に加えて、新たにニーズが出てくる

IT分野やエネルギー分野市場についても対

応ができる建材の流通ならびに施工体制の構

築の重要性がますます拡大してくると予想さ

れる。

特に、IT分野ならびにエネルギー分野に

なると配線・配管工事、ネットワーク接続、

故障時のアフターメンテナンスなどの機能を

保有していることが必要となり、従来型の建

材メーカのみでは対応できないケースが多く

なる。

以上のように、異なる企業間が提携しつつ

顧客サービス内容を拡大していくことの重要

性が増大すると思われる。

（２）新たなビジネスモデルの出現の可能性

前記のリフォーム×（IT・エネルギー関

連）建材において、従来と異なるビジネスモ

デルが構築される可能性がある。すなわち従

来型の建材事業では、建材を供給し施工する

ことにより売上を得るタイプの事業が中心で

あった。

しかしIT・エネルギー関連建材の場合に

は、その後のメンテナンスやさらにはエネル

ギーの利用量に応じて代金を課金するといっ

た新しいビジネスモデルが出てくる可能性も

ある。

例えば携帯電話をゼロ円で販売し、その後、

通話料金で収益を得る電話会社と同じよう

に、建材を安価で販売し、その後の利用に応

じて課金するような新たなビジネスモデルの

可能性も存在する。

このような場合、顧客と契約する主体者が、

従来の住宅メーカやリフォーム企業でなく、

新たな主体者（例えば、電力会社、ガス会社、

ケーブルテレビ会社、電話会社、家電メーカ

等）となる可能性もあり、建材メーカおよび

施工店にとっても販売先が変化する可能性が

ある。

（３）建材プレイヤーに求められる変化

従来、住宅の建築主体は、工務店/住宅メ

ーカーであり、建材メーカ/施工店はこの指

揮下で、建材を供給していた。

しかし先に述べたように今後、種々の新し

いビジネスモデルが出てくる中で、たとえば、

エネルギー会社、住宅メーカー、自動車メー

カー、家電メーカーなどが住宅・建材分野で

事業強化をしてくる可能性があり、競争が激

化することが予想される。この中で建材メー

カーが勝ち残っていくための要件として、以

下、３点の体制構築があげられる。

①ユーザーニーズに対応し、かつ施工しやす

い商品開発体制

②幅広い領域に対応できる施工体制

③施工会社に対する教育/品質管理体制
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まず、建材とIT機器ならびにエネルギー

機器が融合してくる中で、ユーザーのニーズ

に即した商品の提案/設計が行えるとともに、

従来型の建材施工に加えて、配線・配管の工

事や情報ネットワークへの接続工事も行える

ことが求められる。

商品開発においては、ユーザーニーズを的

確にとらえて、顧客に対してPRしやすい製

品を開発することが必要であり、マーケティ

ング力を強化することが求められる。たとえ

ば壁一体型のディスプレイウォールの場合に

おいても、ニュース情報を表示するのであれ

ば文字情報だけを表示できればよいが、テレ

ビ番組を視聴するなら映像音声まで伝える必

要があるように、ユーザーの利用用途によっ

て求められる性能が大きく異なってくること

が予想される。

また、施工業者もディスプレイウォールの

ような新建材では電気配線、ネットワーク接

続など今までに扱った事のない施工が必要に

なるが、専門職として特化している施工業者

が新たに複雑な施工技術を習得する事は難し

いことが予想される。このような背景から高

度な専門的な知識が無くても施工することが

できるような商品開発を行っていくことが求

められる。

次に、顧客の幅広いニーズに応じて、適切

な施工ができるように施工体制を構築した企

業は、競争力が高まると考えられる。

先に述べたように建材業界では材質別の縦

割り的な業界構造となっているが、新しい

IT・エネルギー建材を施工するためには電

気・通信などのスキルを有していることが求

められる。

建材販売店も物販から業界枠を越えて施工

分野に展開することが勝ち残っていく条件と

なろう。このためには、新たなスキル獲得を

積極的に行っていくことが重要となる。

さらに今後、高齢化が進む中で現場での若

手労働者が減少することが予想される。今後、

縮小する市場の中で、様々な種類の製品に対

応できるためには、一人の施工者が、複数の

商材に対して対応できる多能工化が重要とな

る。さらに住宅業界においては、顧客のニーズ

を把握し事前説明をしておくことが、その後

のクレーム対応を削減し収益の向上につなが

ることから、顧客との関係構築も重要となる。

今後、異なる施工スキルを一人の作業者で

行える多能工化、さらには顧客に対する丁寧

な説明といったコミュニケーション能力を高

める教育体制を構築していくことが重要とな

る。このためには、住宅・建材メーカーにお

いて、

・施工会社に対する新しいスキル教育

・施工作業標準ならびに品質管理体制の構築

・施工者の施工ならびに対顧客折衝スキルの

獲得

等がより重要となってくると予想される。

本稿が、今後の住宅・建材業界の発展に役

立てば幸いである。

図表3 新設住宅の販売チャネルとリフォーム市場との比較



16

建　築
主　別
利　用
関係別

資金別

構造別

国土交通省が発表した平成21年3月の新設

住宅着工戸数（上表参照）は、分譲の大幅減

に加え、持ち家、貸家の2ケタ減で前年同月

比20 . 7％減の6万6 , 628戸と4ヵ月連続の減

少となった。

持ち家は前年同月比13.1％減の2万1 , 2 9 5

戸で6ヵ月連続の減少で、3月としては昭和

40年の調査開始以来の最低値に、貸家は大

規模案件があった首都圏だけはプラスとなっ

たものの、全体では同11 .2％減の2万7,492

戸で4ヵ月連続の減少。

分譲住宅も 4ヵ月連続のマイナスで同

42 .1％減の1万５,911戸と大幅減が続いてい

る。うち、マンションは同47.8％減の9,184戸

で3ヵ月連続のマイナス、戸建ては同32.5％

減の6,632戸で6ヵ月連続の減少となった。

構造別では木造が同20.9％減の3万1,304

戸で4ヵ月連続の減少、非木造は同20.5％減

の3万5,324戸、工法別ではプレハブ住宅が

同13 . 1％減の8 ,485戸で5ヵ月連続の減少、

2×4は同19.4％減の6,074戸で4ヵ月連続の

減少だった。

なお、着工の先行指標となる3月の建築確

認件数は同17.7％減の4万626件、うち、4

号建築物は同15.5％減の2万9,464件だった。

20 . 7％減の6万6,628戸
3月の新設住宅着工

平成21年3月の新設住宅着工

プレハブ新設住宅：構造別、利用関係別戸数

枠組壁工法（ツーバイフォー）新設住宅：利用関係別戸数

新 設 住 宅 計
公 共
民 間
持 家
貸 家
給 与 住 宅
分 譲 住 宅
民 間 資 金
公 的 資 金
公 営 住 宅
公 庫 融 資 住 宅
都市再生機構建設住宅
そ の 他 の 住 宅
木 造
非 木 造
鉄骨鉄筋コンクリート造
鉄筋コンクリート造
鉄 骨 造
コンクリートブロック造
そ の 他

66,628
4,409
62,219
21,295
27,492
1,930
15,911
56,829
9,799
2,620
2,871
601
3,707
31,304
35,324
552

23,442
11,165
33
132

6.9
170.8
2.5
5.0
16.2
136.8
△09.4
1.8
50.6
149.5
13.7
112.4
39.9
5.7
8.1

△04.2
18.3

△08.4
△17.5
73.7

△20.7
144.8
△24.3
△13.1
△11.2
83.8

△42.1
△24.5
11.8
76.7

△09.1
-

△10.1
△20.9
△20.5
△75.6
△12.6
△26.8
94.1
57.1

対前年同月比
（％）

千㎡戸
対前月比
（％）

5,724
288
5,436
2,781
1,371
127
1,444
4,943
781
173
225
43
341
3,290
2,434
41

1,589
792
3
9

6.1
172.0
2.8
6.4
24.1
148.6
△11.1
2.1
41.1
143.2
7.9

143.4
32.9
7.5
4.2

△08.0
12.2

△08.7
1.6
47.7

△22.9
128.1
△25.5
△14.4
△04.4
136.6
△46.1
△25.6
0.9
68.2

△20.6
―

△12.1
△19.3
△27.2
△76.3
△22.0
△29.6
96.8
30.3

対前月比
（％）

対前年同月比
（％）

△は減

国土交通省「建築着工統計」

戸　　　　　　　　　数 床 面 積 の 合 計

構　　造　　別
合 計
木 造
鉄筋コンクリート造
鉄 骨 造

戸
8,485
1,008
158
7,319

対前年同月比（％）
△13.1
△29.8
△67.2
△06.7

利 用 関 係 別
持 家
貸 家
給 与 住 宅
分 譲 住 宅

戸
3,385
4,701
55
344

対前年同月比（％）
△17.7
△00.0
△70.4
△54.6

利 用 関 係 別

木 造

合 計

戸
6,074

対前年
同月比

％
△19.4

持 家

戸
1,800

対前年
同月比

％
△11.1

貸 家

戸
3,449

対前年
同月比

％
△18.6

給与住宅

戸
18

対前年
同月比

％
260.0

分譲住宅

戸
807

対前年
同月比

％
△36.6
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